山梨県臨時特別休業要請に係る休業要請協力金
【申請必要書類】
➀ 交付申請書【様式１－１】
② 誓約書【様式１－２】
③ 飲食店等については食品衛生法の飲食店営業許可証又は喫茶店営業許可証の写し、ホテル・旅館
については飲食店営業許可証及び旅館業法の営業許可証の写し
④ 振込先の通帳等の写し【様式１－３】
「金融機関名」「支店名」「預金種別」「口座番号」「口座名義人（フリガナ）」がわかること
・預金通帳の場合、表紙裏側の中表紙の見開き
・インターネットバンキングの場合は、上記の情報がわかるサイトのページ
⑤ 対象店舗・施設において「休業の案内」（又は営業時間短縮の案内）を掲示したことがわかるもの
【様式１－４】
・店先や施設内に掲示した案内の写真又はホームページの写し等を提出してください。
⑥ 対象店舗・施設の営業時間及び要請期間中の営業の状況【様式１－５】
⑦ １日当たりの売上高及び協力金交付額計算書【様式１－６】
下記の確定申告書類の写し、各月の売上帳簿等の写しを添付してください。また、特例に該当する施設は、その特例に該当することを証明するために必要な書類の写しを提出してください。
なお、売上高方式の下限額（休業の場合３万円、時短営業の場合２.５万円）に該当する施設は、各月の売上高を確認するための書類を申請書へ添付する必要はありませんが、審査に必要な場合などに書類の提出を求めることがありますので、県の求めに応じて提出できるよう準備しておいてください。
【各月の売上高を確認するための書類】
	１ 確定申告書類の写し

	（法人の場合）
法人税確定申告書別表一、法人事業概況説明書
（個人の場合）
確定申告書Ｂ 第一表、青色申告決算書、収支内訳書、住民税申告書

	２ 各月の売上高帳簿等の写し
	試算表、売上台帳、出納帳等
※ 審査をスムーズに進めるため、売上高の計算に使った金額には、下線を引く、目印（○など）を付けるなどしてください。
※ 売上帳簿には必ず「協力金支給申請額計算書」に合わせて売上高を集計し記入してください。
※ 宅配・テイクアウトや飲食以外の売上などが含まれる場合は、その売上を除いた売上高を集計し、帳簿に必ず記入してください。
会計伝票をまとめて記載している等、やむを得ない場合は、①法人事業概況説明書「１２事業形態」欄における「兼業割合」を利用する、②令和２年８月以降の任意の月の売上高に占める飲食部門の比率を使って計算する、などの方法で算出してください。その場合、申請書にその計算式を記載した書類と根拠となる売上帳簿等の資料を添付してください。


	３ 令和２年９月以降に新規開店した店舗に関する特例による場合
	・「法人設立届出書」又は「個人事業の開業・廃業等の届出書」
・　開業日から令和３年７月末までの売上台帳

	４ 合併・法人成・事業承継に係る特例による場合

	合併・法人成り・事業承継等により、令和３年８月と令和元年又は令和２年の事業者が異なっているものの、事業継続性があると認められる場合、過去の売上高を基準として、１日当たりの売上高を算定することができます。但し、継続性を確認するため、次の書類の提出が必要となります。
（合併の場合）
・発行３か月以内の法人登記の履歴事項全部証明書の写し(合併年月日の確認のため)
（法人成りの場合（次の全ての書類））
・法人設立届出書の写し（設立の形態の確認のため）※税務署の受付印があるもの
・個人事業主の廃業届の写し(廃業の事実確認のため)※税務署の受付印があるもの
・発行３か月以内の履歴事項全部証明書の写し（設立年月日の確認のため）
（事業承継の場合）
・開業届の写し（被承継人の確認のため）※税務署の受付印があるもの
（死亡による事業承継の場合）
・所得税の青色申告承認申請書（被相続人の氏名と申請者の一致確認のため）


※上記売上高や営業日数の算出に使用した「試算表」、「レジの日計表」、「会計伝票」などの根拠資料は、後日調査させていただく場合がありますので、必ず保存しておいてください。

⑧ 飲食店等営業許可に係る申立書【様式１-７】
申請者と飲食店営業許可又は喫茶店営業許可を受けた方が異なる場合は、その理由を記入するとともに、その事実を証する資料を添付してください。
５ その他
  ① 山梨県の「まん延防止等重点措置に伴う飲食店等への休業等要請協力金」と重複する期間（令和３年８月２０日から令和３年８月２２日まで）の協力金については、重複して交付を受けることはできません。両方の協力金が支給対象となる施設は、有利な方を選択して申請してください。
② 支出事務の円滑・確実な実行を図るため、必要に応じて、対象店舗・施設の営業時間の短縮等の取組状況や対象施設の運営等の再開に関する検査、報告又は是正のための措置を求めることがあります。
③ 申請に必要な書類に不足があった場合は、確認のための連絡を行い、追加の書類提出を求めます。確認のための連絡が取れない場合や必要書類が提出されない場合等、申請内容の不備が、山梨県が指定する期間内に解消しなかった場合、申請者が協力金の支給を受けることを辞退したものとみなし、不交付の決定を行います。
④ 協力金の交付決定後、交付要件に該当しない事実や不正等が発覚した場合等は、山梨県補助金等交付規則（昭和38 年山梨県規則第25 号）の規定に基づき、交付決定を取り消すとともに、協力金の返還を命じます。協力金の返還を命じたときは、この命令にかかる協力金の受領日から納付日までの日数に応じ、返還すべき協力金の額に、国の債権の管理等に関する法律施行令（昭和３１年政令第３３７号）第２９条により財務大臣が定める延納利息の率の割合で計算した額（加算額）を県に納付しなければなりません。また、協力金の返還を命じられたにもかかわらず、返還すべき協力金及び加算金の全部又は一部が納付されなかったときは、納期日の翌日から納付日までの日数に応じ、その未納額に対して、同条により財務大臣が定める延納利息の率の割合で計算した額（延滞金）を支払っていただきます。
⑤ 上記④の場合において、協力金の交付を受けた事業者名、対象店舗・施設などの情報を公表することがあります。
⑥ 協力金の不正受給は犯罪です。虚偽申請や不正受給が判明した場合、協力金の支給を受けた事業者名等を警察へ通報する場合があります。
⑦ 本協力金は、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の協力要請推進枠を活用しており、本協力金の支給対象となる事業者は、国の月次支援金（８月分）の支給対象外となります。

６ 問合せ先   甲斐市商工会（経営支援課）　０５５-２７６－２３８５





■ 申請受付期間　令和３年８月３１日（火）～令和３年１１月１日（月）迄

■ 郵送先　〒400-0031　山梨県甲府市丸の内二丁目２９－３ 高山ビル２階
山梨県休業等要請協力金事務局
 * 申請書に必要事項を記入のうえ必要書類を添付してレターパックや簡易書留等、
郵便物の追跡ができる方法で郵送してください。
